
○清水町中小企業支援補助金交付要綱 

平成27年６月29日告示第81号 

改正 

平成27年11月１日告示第118号 

平成28年３月31日告示第78号 

平成28年10月３日告示第199号 

平成29年３月31日告示第54号 

平成30年４月１日告示第60号 

令和元年８月19日告示第83号 

令和２年４月１日告示第56号 

令和４年４月１日告示第44号 

清水町中小企業支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 町長は、町内の中小企業の競争力強化及び地域産業の活性化を図るため、事業の拡大及び

経営基盤の安定化事業を実施する中小企業に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、

その交付に関しては、清水町補助金等交付規則（昭和62年規則第１号）及びこの要綱の定めると

ころによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところによる。 

(１) 中小企業 中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第２条に規定する中小企業者をい

う。 

（２）新規創業者 事業を開始した日以降の期間が５年未満の個人又は設立の日以後の期間が５年 

未満の会社をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる中小企業は、町内に本社又は事業所（以下この条にお

いて「事業所等」という。）を有し、事業を営んでいる者であって町内の事業所等において次の

各号に掲げる事業を実施するものとする。 

(１) 県外販路拡大支援事業 

(２) 人材育成支援事業 

(３) 販売力促進支援事業 



２ 前項に定める者のうち、次の各号のいずれかに該当するものは、補助対象者から除く。 

(１) 町税等の滞納がある者 

(２)  風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和23年法律第122号）に基づく届出

を要する事業を営む者 

(３)  暴力団による不正な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に定める者

又はその他の反社会的勢力である者 

（補助の対象及び補助率） 

第４条 補助の対象及び補助率は、別表に定める事業区分に従いそれぞれ当該欄に掲げるとおりと

する。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする中小企業は、中小企業支援補助金交付申請書（様式第１号）

と誓約書兼町税納付状況確認同意書（様式第２号）に別表に定める事業区分に従い、それぞれ当

該欄に掲げる書類を添付して町長に提出するものとする。 

（交付条件） 

第６条 次の各号に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。 

(１) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合におい

ては、速やかに町長に報告して、その指示を受けなければならない。 

(２) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び

書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならない。 

（変更申請） 

第７条 補助金額の変更をする場合には、次の各号に掲げる書類を事前に町長に提出しなければな

らない。 

(１) 事業計画変更承認申請書（様式第３号） 

(２) 契約書又は請書の写し 

(３) その他町長が必要とする書類 

(実績報告) 

第８条 補助事業の実績報告は、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付の

決定のあった日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第

４号）と別表に定める事業区分に従いそれぞれの当該欄に掲げる書類を添付して、町長に提出し

なければならない。 



（請求の手続） 

第９条 補助金の請求は、補助金交付確定通知書を受領した日から起算して10日を経過した日まで

に請求書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、清水町中小企業支援補助金の交付に関し必要な事項は、町

長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成27年11月１日告示第118号） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

２ この告示の施行前に従前の規定及び様式により取り扱ったものは、改正後の相当の規定及び様

式により取り扱ったものとみなす。 

附 則（平成28年３月31日告示第78号） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年10月３日告示第199号） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

２ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 

附 則（平成29年３月31日告示第54号） 

１ この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 

附 則（平成30年４月１日告示第60号） 

１ この告示は、平成30年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 

附 則（令和元年８月19日告示第83号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日告示第56号） 

（施行期日） 



１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 

３ 改正前の清水町中小企業支援補助金交付要綱の規定により令和２年３月31日までに導入した設

備については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年４月１日告示第 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の清水町中小企業支援補助金交付要綱の規定により令和４年３月31日までに導入した設

備については、なお従前の例による。 

 

別表（第４条、第５条、第８条関係） 

事業区分 

第４条関係 第５条関係 第８条関係 

補助対象 
補助額 

申請時添付書類 実績報告時添付書類 
補助率 上限額 

県外販路拡

大支援事業 

自社の販路拡大

のため、県外の展 

示会・商談会（オ 

ンライン含む）等 

に関し、中小企業 

が負担する次に掲

げる経費（交通費 

を除く。） 

(１) 出展料 

(２) 配送料 

(３) 登録料 

１／２

以内 

10万円 

／年 

 

１ 個別計画書（様 

式第１号の２） 

２ 出展に係る経費

が掲載された書

類 

３ その他町長が必

要とする書類 

 

１ 個別実績書（様 

式第４号の２） 

２ 領収書の写し 

３ 出展等実績のわ

かる写真 

４ その他町長が必

要とする書類 

人材育成支

援事業 

個人事業主、会社 

代表及び従業員が

１／２

以内 

５万円 

／年 

１ 個別計画書（様 

式第１号の３） 

１ 個別実績書（様 

式第４号の３） 



取得した自社の事

業に係る国家資格

等に関し、中小企 

業が負担する次に

掲げる経費（交通 

費を除く。） 

(１) 受験手数料 

(２) 研修料 

(３) 教習料 

ただし、

新規創業

者は15万

円／年 

２ 自社の従業員等

であることが確

認できる書類 

３ 受験料等が記載

された書類 

４ 新規創業者にお

いては開業等の

届出又は登記事

項証明書 

５ その他町長が必

要とする書類 

２ 領収書の写し 

３ 合格若しくは修

了が証明された

書類 

４ その他町長が必

要とする書類 

販売力促進

支援事業 

広報費（広報宣伝 

費、ホームページ 

作成費、パンフレ 

ット等の印刷費、 

看板作成、ダイレ 

クトメール等の郵

送料等）ただし、 

単なる切手の購入

に係る費用を除く。 

１／２

以内 

５万円 

／年 

ただし、

新規創業

者は15万

円／年 

１ 個別計画書（様 

式第１号の４） 

２ 見積書 

３ 新規創業者にお

いては開業等の

届出又は登記事

項証明書 

 

４ その他町長が必

要とする書類 

１ 個別実績書（様 

式第４号の４） 

２ 領収書の写し 

３ 成果品 

４ その他町長が必

要とする書類 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第５条関係）（様式 日本産業規格Ａ４縦型） 

清水町中小企業支援補助金交付申請書 

 年 月 日  

 

 清水町長 様 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名※ 

電 話 番 号 

メールアドレス 

(※自署又は記名押印、ただし法人にあっては要押印 ) 

 

   年度において清水町中小企業支援補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 交付申請金額          円 

 

２ 事業区分  

申請する事業の空欄に○を記入 

 

   

 

 

３ 申請書等に記載した情報について、町(商工業及び観光業関係)が実施する調査に使用することに 

【 同意します ・ 同意しません 】 

※ いずれかに○を記入してください。 

 

 

 

 県外販路拡大支援事業  

 人材育成支援事業  

 販売力促進支援事業  



様式第１号の２（別表関係） 

１　事業概要

２　計算書 　

名称 内容 数量
対象経費

④＝①－②－③
補助率

⑤

　

※本町から交付を受けた他の補助金を含む

３　収支予算
　　収入の部 　　支出の部

計 計

※区分には、自己資金、補助金、借入れ、機器代等を記入してください。

備考区 分 ※ 予算額 備考 区 分 予算額

1/2

県　外　販　路　拡　大　支　援　事　業　個　別　計　画　書

総事業費
①

対象外経費
②

国、県等からの補助額※
③

補助額
④×⑤≦100,000

導入予定日

 

 

 

様式第１号の３（別表関係） 

１　事業概要

２　計算書 　

名称 内容 数量
対象経費

④＝①－②－③
補助率

⑤

　

※本町から交付を受けた他の補助金を含む

３　収支予算
　　収入の部 　　支出の部

計 計

※区分には、自己資金、補助金、借入れ、機器代等を記入してください。

備考区 分 ※ 予算額 備考 区 分 予算額

1/2

人　材　育　成　支　援　事　業　個　別　計　画　書

総事業費
①

対象外経費
②

国、県等からの補助額※
③

補助額
④×⑤≦50,000

（新規創業者につい
ては≦150,000）

導入予定日

 



様式第１号の４（別表関係） 

１　事業概要

２　計算書 　

名称 内容 数量
対象経費

④＝①－②－③
補助率

⑤

　

※本町から交付を受けた他の補助金を含む

３　収支予算
　　収入の部 　　支出の部

計 計

※区分には、自己資金、補助金、借入れ、機器代等を記入してください。

備考区 分 ※ 予算額 備考 区 分 予算額

1/2

販　売　力　促　進　支　援　事　業　個　別　計　画　書

総事業費
①

対象外経費
②

国、県等からの補助額※
③

補助額
④×⑤≦50,000

（新規創業者につい
ては≦150,000）

導入予定日

 

 

 



様式第２号（第５条関係）（様式 日本産業規格Ａ４縦型） 

誓約書兼町税等納付状況確認同意書 

 

年  月  日 

 

清水町長 様 

 

誓  約  書 
私は、清水町中小企業支援補助金交付要綱の適格者として補助金の交付を受けるに当たり、清水町中小企

業支援補助金交付要綱の規定に違反したときは、補助金の交付を取り消され、又は補助金の全部若しくは一

部の返還を請求されても異議はありません。 

暴力団等の排除に関する誓約書 
私は、清水町中小企業支援補助金交付要綱第３条第２項第４号の規定により、次のいずれにも該当しない

ことを誓約します。 

 

１ 私は、次のいずれにも該当しません。 

 (1) 清水町暴力団排除条例（平成 24 年条例第 16 号）第２条第２号に規定する暴力団及び同条第６号に規

定する暴力団員 

 (2) 役員等が暴力団員であるなど、暴力団又は暴力団員が、その経営を実質的に支配している法人等 

 (3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を使用している法人等 

 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に提供し、又は便

宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の運営に協力し、又は関与している法人等 

 (5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人 

 (6) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用してい

る法人等 

 (7) 前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら当該法人等と取引をしている法人等 

２ 町が必要な場合には、警察に照会することについて承諾いたします。 

町税等納付状況確認同意書 
 私は、清水町中小企業支援補助金交付申請に当たり、清水町長が町税等の課税状況及び納付状況を確認す

ることに同意します。 

※確認の結果、未納が確認された場合は、補助金の交付はできません。十分確認の上、申請してください。 

上記について、同意及び誓約します。 

【申請者】 

    住所（所在地） 

    氏名（名称・代表者）                         

    (自 署 又 は 記 名 押 印 、 た だ し 法 人 に あ っ て は 要 押 印 ) 

 

 
 

 

 

 



 

様式第３号（第７条関係）（様式 日本産業規格Ａ４縦型） 

事業計画変更承認申請書 

 

 年 月 日  

 

 清水町長 様 

所 在 地  

名   称  

代表者氏名※  

電 話 番 号  

メールアドレス 

(※自署又は記名押印、ただし法人にあっては要押印) 

 

  年 月 日付け  第 号により補助金の交付の決定を受けた事業の計画を次の

とおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

 １ 計画変更の理由 

 

 ２ 変更の内容 

 

 ３ 変更後の補助申請額 
 

 



 

様式第４号（第８条関係）（様式 日本産業規格Ａ４縦型） 

実 績 報 告 書 

 

 年 月 日  

 

  清水町長 様 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名※ 

電 話 番 号 

メールアドレス 

(※自署又は記名押印、ただし法人にあっては要押印) 

 

  年 月 日付け  第  号により補助金の交付の決定を受けた事業が完了した

ので、関係書類を添えて報告します。 

 

 

 



 様式第４号の２（別表関係） 

１　事業概要

２　計算書 　

名称 内容 数量
補助率

⑤

　

※本町から交付を受けた他の補助金を含む

３　収支決算
　　収入の部 　　支出の部

増 △減 増 △減

円 円 円 円 円 円

　

計 計

※区分には、自己資金、補助金、借り入れ、機器代等を記入してください。

決算額 予算額
比 較

備 考

県　外　販　路　拡　大　支　援　事　業　個　別　実　績　書

総事業費
①

対象外経費
②

国、県等からの補助額※
③

対象経費
④＝①－②－③

補助額
④×⑤≦100,000

導入完了日

1/2

区 分 決算額 予算額
比 較

備 考

円 円

区 分

 

 

様式第４号の３(別表関係) 

１　事業概要

２　計算書 　

名称 内容 数量
補助率

⑤

　

※本町から交付を受けた他の補助金を含む

３　収支決算
　　収入の部 　　支出の部

増 △減 増 △減

円 円 円 円 円 円

　

計 計

※区分には、自己資金、補助金、借り入れ、機器代等を記入してください。

人　材　育　成　支　援　事　業　個　別　実　績　書

総事業費
①

対象外経費
②

国、県等からの補助額※
③

対象経費
④＝①－②－③

補助額
④×⑤≦50,000

（新規創業者につい
ては≦150,000）

導入完了日

1/2

備 考

円 円

区 分 決算額 予算額
比 較

備 考 区 分 決算額 予算額
比 較

 



様式第４号の４(別表関係) 

１　事業概要

２　計算書 　

名称 内容 数量
補助率

⑤

　

※本町から交付を受けた他の補助金を含む

３　収支決算
　　収入の部 　　支出の部

増 △減 増 △減

円 円 円 円 円 円

　

計 計

※区分には、自己資金、補助金、借り入れ、機器代等を記入してください。

販　売　力　促　進　支　援　事　業　個　別　実　績　書

総事業費
①

対象外経費
②

国、県等からの補助額※
③

対象経費
④＝①－②－③

補助額
④×⑤≦50,000

（新規創業者につい
ては≦150,000）

導入完了日

1/2

備 考

円 円

区 分 決算額 予算額
比 較

備 考 区 分 決算額 予算額
比 較

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第９条関係）（様式 日本産業規格Ａ４縦型） 

請 求 書 

年   月   日 

 

 清水町長 様 

  

申請者 所 在 地  

名   称  

代表者氏名※  

電 話 番 号  

メールアドレス 

(※自署又は記名押印、ただし法人にあっては要押印 ) 

 

  年  月  日付け  第   号により交付確定を受けた清水町中小企業支援補助金について、

下記のとおり請求します。 

 

記 

 

請求額                  円 

振込先 

金融機関名 

銀行 

農業協同組合 

信用金庫 

信用組合 

 

本店 

支店（所） 

営業所 

出張所 

 

口座番号 
当座 

普通 
       

口座名義人 

フリガナ  

氏名  

備考 

 

 

 


